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（研究計画ないし研究手法の概略）                                  E 

 本研究は、明治から戦後復興期ないし高度経済成長期にかけての地方（県および市）営繕

技術者とその組織について建築史・都市史的観点から考察しようとする一連の試みの中に位

置づけられる。特に本申請研究では、昭和前期（概ね戦後復興期まで）の期間に焦点を当て

て、各県の公文書館等に所蔵される行政文書や職員録を主史料に、組織と技術者について時

系列的かつ可能な限り網羅的に明らかにすることを試みる。 

 本研究の第一の目的は、昭和前期の地方営繕組織に関する基礎的事実の把握である。すな

わち、組織の形態と規模、組織の変遷、技術者の出身地と出身階層、教育経歴（出身校）に

ついて網羅的に整理する。史料としては、国立公文書館、国立国会図書館、各県の公文書館

等に所蔵される行政文書や職員録、日本建築学会員名簿などを主とし、適宜文献資料で補う。

次いで第二の目的は、上記に基づく新たな知見の上に立って、地方営繕組織の展開過程を比

較論的に考察することである。そこでは、組織の伸縮（人員の増減）と地域的背景（地方財

政を含む）、技術者の出身地や出身階層および教育経歴と在勤地との関係性、そしてそれらの

変遷を明確にすることを試みる。 

 

 

A（実験調査によって得られた新しい知見）                                        E 

 本研究の成果ないし本研究により得られた新知見は主として以下の３点に要約することが

できる。 

１）大正中期〜昭和初期における地方技術者の専門分化過程と昭和初期地方営繕組織の概況 

 技術者の観点から見るとき、日本近代における地方制度はもともと明治20年前後に制度

上の原形が確立された。すなわち明治19年（1886）4月の「技術官官等俸給定ム」、同年7月

の「地方官官制」、明治20年（1887）12月の「技術官及特別ノ学術技芸ヲ要スル者任用ノ定

規ヲ定ム」、明治23年（1880）10月の「地方官官制」（全文改正）等をもって濫觴と見るこ

とが可能である。とりわけ明治23年（1880）10月「地方官官制」（全文改正）において府県

を統一にして内務部第二課が土木事業を管掌することが明示された点、および地方官の職

制の中に「技師」と「技手」が明示された点は興味深い事実であった。ただしこの時点で

建築営繕事業の管掌部門については明記されておらず、建築技術者の配置部署は一定程度

に各知事に委ねられていたと考えられる。 

 明治20年前後の制度改革により原形が確立されたと見做される地方技術者制度は、以後、

地方事業の精緻化過程に対応しながら特に大正中期ないし昭和初期において精緻化されて

いった。大正9年（1920）8月に「地方産業職員制」と「地方土木職員制」が制定されたの

を端緒として、翌10年（1921）11月に「庁府県衛生職員制」、大正12年（1923）6月に「道
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路管理職員制」、大正13年（1924）6月に「地方学校衛生職員制」が段階的に定められてい

ったことが知られた。特に建築技術者に関して見れば、市街地建築物法（大正8年）に関す

る建築行政のため昭和3年（1928）4月に「建築技師」と「建築技手」が地方制度の上に明

記されたこと、および昭和9年（1934）には更に「地方学校営繕職員制」が定められたこと

が注目される。 

 なお、各府県の職員録を個別に精査すれば、既に大正前半期から「建築技師」や「建築

技手」等の存在を確認することもできた。初期の事例としては大正6年（1917）8月時点の

山口県で内務部土木課に建築技手1名、大正10年（1921）6月時点の岡山県で土木課土木係

に建築技手2名を確認することができ、昭和初期の事例としては昭和2年（1927）10月時点

の長崎県で建築技師1名、建築技手7名、更に「建築監督官補」なる職員が2名いたことが知

られた。県の違いによる組織の違いも一定程度に読み取られ、例えば昭和9年（1934）9月

時点の愛知県では土木部門と区別されて営繕課が設置され、営繕技師・営繕技手・営繕技

手補を計39名確認できたが、一方で、同時期において建築管掌部門が組織上未分化と見ら

れる事例も多数に及び確認できた。現段階では昭和初期の営繕組織について府県間の比較

考察を詳細に行い得る整理段階になく課題が残るが、今回入手した史料および所在を確認

した未入手史料を更に精査することにより、全国的な視点から昭和初期の地方営繕組織に

ついて一定に比較考察ができるものと考えている。 

２）昭和30年前後における都道府県の建築技術者の実態 

 府県間の横断的な比較の観点からは、特に昭和30年前後の時期に関し、教育経歴（出身

校）と勤務地との関係を網羅的に比較し得る資料を発見することができた点が特筆される

べき成果であった。これらについては一定程度に内容の比較考察を行った。 

 次頁の表1は、試みに昭和30年前後の都道府県（沖縄県を除く）における建築系部課長級

職員（本庁在勤者のみ）について、都道府県名、部課名、職名、氏名、出身校をまとめた

ものである。これを見ると、とりわけ東京都、北海道、神奈川県、愛知県、京都府、大阪

府、福岡県では組織の上で土木と建築が各々独立した部局を有しており、広島県と山口県

は土木と建築が一体だが部名に「建築」が含まれていることが知られる。その他の県では

土木部の中に建築課等が置かれる構成である。また、特に東京都が最大規模の組織を有し、

北海道には「寒地建築研究所」が設置されていたことも読み取れる。ただし各局部課長に

ついて見るとき長野県、京都府、和歌山県、高知県を除いて課長級以上の職位に建築技術

者を確認することができる点からは、少なくとも前記した昭和戦前期の状況に対して、こ

の時期、建築系組織が全国的に整えられていたと考えられる（後述表2も参照されたい）。

一方、これら局部課長級の職員ついて更に出身校との関係で見れば、確認できる全国75名

の出身校は東大が全国に渡り最多で25名（33.3%）、これに次いで早大が10名（13.3%）とな

っており、両者を加えると全国の半数程度に達することが知られる。東工大5名、日大5名、

京大4名、東北大1名までを含む50名が大学出身の技術系局部課長と見られ、更に庶務系部

課長として東京都に中央大、拓大出身者が各1名いるので、これら2名を含み70%程度が大学

出身者ということになる。戦後の地方営繕事業を監督する立場にあった技術者は東大を中

心とする大学出身者が多数を占めていたことになる。ただここで同時に注目しておきたい

のは、残る30%は工業学校出身者であった事実についてである。大学出身者特に東大出身者

が多かったとは言っても、一方で工業学校出身者にも部課長への昇進の道が一定程度に開
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かれていたことも示唆されよう。これら人物のキャリア形成過程を辿ることが出来れば、

更なる研究の深化が期待できると考えられる。なお、出身校と在勤地との地域的関係性に

ついて見るときの、例えば東大出身者は全国に及ぶが早大出身者は過半が中国・九州地方

に在り、また工業学校出身者についても名古屋高工出身者（4名）は全国に及ぶが（山形県、

滋賀県、香川県、宮崎県）仙台高工出身者（2名）は東北地方（秋田県、宮城県）、神戸高

工出身者（3名）は西日本に多い（山口県、愛媛県、新潟県）といった事実も、現時点では

本籍地との関係を未確認だが示唆的な結果と捉えておきたい。 

 次頁の表2は、技術者の出身校と在勤地との関係について検討するため、東北地方を事例

として、各県の知り得る限りの建築技術者について出身校との関係を試みにまとめたもの

である。これを見ると、各県の状況は一定に区々ではあるものの、青森県、岩手県、秋田

県、山形県では県内学校出身者率が40%〜60%の範囲にあることが注目される。ただ一つ福

島県が20%台だが、宮城県を含む5/6県で半数程度から70%程度が県内教育機関の出身者であ

ったことは、当時工業学校の意義を示唆していよう。前掲表1とも併せて見れば、大局的に

は大学出身技術者を管理職とし、その下で県内出身中堅技術者が実務を担った姿を想像す

ることが可能である。ただ全国的には県内教育機関出身者率が顕著に高い地域とそうでな

表1 昭和30年前後の都道府県における建築関係部課の部課長級職員 
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い地域を確認することもできるほか、それらの特徴に照らして建築意匠等はどうであった

かなど残された課題もあり、これらについては更に検討を深めていきたいと考えている。 

３）第二次大戦前後の地方営繕組織に見る組織と人員の連続性／非連続性 

 同時代的に見たときの地域差の比較（上記２）参照）とともに、時系列的に見たときの

人員構成の変化もまた、本研究の目的に照らして重要な課題である。この点については断

片的だが以下に示す知見を得た。 

 福島県では昭和19年（1944）5月時点で内政部庶務課に建築技手を5名置いていた。他に

土木部監理課、同道路課、同河港課の存在も確認できるが、当時の「各課事務分掌」から

確認すると、内政部庶務課が「縣有不動産及營造物ノ維持管理」「縣廳舎各廨廳舎ノ營繕工

事ニ關スル事項」を分掌したことが知られた。すなわち業務分掌の上では土木事業と建築

事業とが区分されているものの組織的に確立されているのは土木課のみで、建築組織確立

に至る過渡的段階と捉えられる構成である。昭和初期に対して人員が増員されている点も

示唆的と言えるだろう。 

 一方、昭和30年前後の福島県には、土木部建築課と総務部財政課とに建築技術者をそれ

ぞれ17名と2名確認できるようになる。土木部の下だが建築組織が戦後に至り県庁内で確立

されたと捉えられる。戦後期の計19名について教育機関の卒業年を確認すれば、11名が昭

和戦前期に卒業し、7名が戦後に卒業した者であったことも確認できた（1名不詳）。また両

者の人員について比較すれば、昭和19年（1944）8月時点の建築技術者5名中2名を、昭和30

年前後の職員録に確認することもできた。1名は佐々木敏雄、明治42年（1909）に生まれ、

昭和4年（1929）に仙台工業を卒業している。昭和19年（1944）5月時点での職位は「建築

技手」、昭和30年前後時点での職位は土木部建築課「営繕係長」であった。いま一人は大内

常四郎、生年学歴不詳、昭和19年（1944）5月時点での職位は同じく「建築技手」、昭和30

年前後時点での職位は総務部財政課の「営繕係員」であった。なお、昭和戦前に教育機関

を終えたことが知られる他の10名についての昭和19年（1944）8月時点の状況は確認できて

いない。 

 鳥取県では昭和19年（1944）8月時点で内政部庶務課に建築技手を5名置いていた（他に

土木課の存在も確認できるが建築技術者は確認できない）。一方昭和30年前後には土木部建

築課に建築技術者を24名配置していた。状況は上記した福島県とも似ており、すなわちこ

こでも建築組織が県庁内で確立されたのは戦後と見られた。同様に戦後期の技術者24名に

表2 昭和30年前後の都道府県建築技術者の在勤地と出身校（東北地方） 
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ついて教育機関の卒業年を確認すれば、12名が昭和戦前期に卒業し、12名が戦後に卒業し

た者となっていた。 

 両者の人員を比較すれば、昭和19年（1944）8月時点の建築技術者5名中1名を、昭和30年

前後の職員録にも確認することができた。氏名は米山功三郎、明治43年（1910）に生まれ、

昭和10年（1935）に東京浅草工専を卒業していることも知られた。昭和19年（1944）8月時

点での職位は「建築技手」、昭和30年前後時点での職位は「技師、営繕係長」となっていた。

昭和戦前に教育機関を終えたことが知られる他の11名についての昭和19年（1944）8月時点

の状況は確認できていない。 

 以上は本研究において得られた知見の一部を示したものだが、これらからは、広く全国

的に見たとき地方（県）において建築部門が独立した一課を成すのは概ね昭和戦後期であ

ること、限定的とは言え第二次大戦前後の地方営繕組織には人的連続性のあったことを読

み取ることができた。とりわけ昭和戦前期に工業学校を卒業し技手の地位に就いた人物が、

戦後10年を経て係長すなわち実務の統括者的立場に昇進して活動していた事実は、昭和前

期の地方営繕組織について理解する上で特筆されるべき事実と考えられる。 

 

  

（ 発 表 論 文 ）                E 
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